
R6事務事業・組織対応表（R5実施事業）

施策名【地域交通ネットワーク】

2.地域をつな
ぐ交通ネット
ワークの形成

2.地域交通
ネットワーク

(1) 地域幹線道路網の
整備 2221-1 1 道路等整備促進事業 土木課 総務係 通常

2221-2 2 建設部連絡調整事業 土木課 総務係 通常

(2) 生活道路の整備充
実 2222-1 3 街路整備事業 都市計画課 街路係 通常

2222-2 4 臼田土木事業 臼田支所
経済建設環
境係

簡易

2222-3 5 浅科土木事業 浅科支所
経済建設環
境係

簡易

2222-4 6 望月土木事業 望月支所
経済建設環
境係

簡易

(3) 道路等の計画的な
維持管理 2223-1 7 道路等管理事業 土木課 管理係 通常

2223-2 8 アダプトシステム事業 土木課 管理係 通常

2223-3 9 道路新設改良事業 土木課 維持係 通常

2223-4 10 狭あい・道路後退整備事業 土木課 維持係 通常

2223-5 11 道路維持修繕事業 土木課 維持係 通常

2223-6 12 除雪・凍結防止剤散布事業 土木課 維持係 通常

2223-7 13 舗装復旧受託事業 土木課 維持係 通常

2223-8 14 県道工事地元負担事業 土木課 維持係 通常

2223-9 15 橋りょう維持修繕事業 土木課 維持係 通常

2223-10 16 現年土木災害復旧事業 土木課 維持係 通常

2223-11 17 幹線道路拡幅改良事業 道路建設課 道路建設係 通常

2223-12 18 東西幹線整備事業 道路建設課 道路建設係 通常

2223-13 19 歩道整備を伴う道路改良事業 道路建設課 道路建設係 通常

(4) 地域公共交通の維
持・見直し 2224-1 20 交通対策事業 生活環境課

生活公共交
通係

通常

事
業
数

事務事業 課 係
管理
方法

備考章 節 施策 主要施策
事務
事業
コード

2.地域の特
徴を生かし
たつながり
あるまちづく
り



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

7,404 7,664

財源合計

6,012

0 0

7,404 7,664 8,251

0

7,404 7,664 8,251

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

8,251

532

0.80 人 5,816 0.80 人 5,816

400 時間 532 400

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

6,348 6,348

0.80 人 5,480

400 時間

1,392 1,316 1,903

時間 532

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 2.地域をつなぐ交通ネットワークの形成

施策 2.地域交通ネットワーク

17

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

  県や地元期成同盟会との連絡調整により、国県道や一級河川が整備され、市民生活の利便性が向上
するとともに、市民の安心・安全が確保されている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

  国県道や一級河川の整備促進を図るため、県や国に働きかけるとともに、県や地元と連絡調整を行
い、側面から事業に協力する。
また、国県道や一級河川の整備促進に向け、期成同盟会の庶務及び地元との連絡調整を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 道路等整備促進事業 事務事業コード 2221-1

担　当 建設 部 土木 課 総務 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

7

7

100

単位

7

7 7

令和 4 令和 6 年度

令和 5

総会・提言活動

％ 達成率

回

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

71 71

100

70.6

71

  国県道や一級河川の整備促進に向け、期成同盟会の庶務及び地元との連絡調整を行った。

  市は、市民ニーズ（地元要望）を把握し、市内状況を勘案して、県などに要望や要請するこ
とが責務であることから、市の関与がないと事業促進は困難である。

99.4 99.4

目標

実績

70.6

今後の
取組方針

  国県道の整備促進については、長野県総合五ヶ年計画を踏まえ、情報提供を増やし、地元の理解を得
て、提言活動を実施していく。また、一級河川については、区長会からの要望個所などの現地調査を実施
し、県当局へ事業促進を要望していく。

単位

実績

目標

事業の
課題

  本事業は、市が地域住民と十分な連携調整を図り、県に協力して事業進捗を促進するもので、地元をま
とめることや県との連絡調整を地域に全て委ねることは困難である。しかし、活動内容や事業状況及び決
算に基づき、負担金を見直していく必要がある。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

国県道の市内改良率

～令和 年度 令和 年度

  事務局を持つ同盟会等においては、総会を対面で実施し、県などへの要望活動等、予定
通り年間計画を実施した。また、地元区で組織する同盟会等においては、打合せ会への参
加、県への要望活動における調整役等の協力を行った。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

8,668 9,138

財源合計

8,668

0 0

8,668 9,138 9,138

0

8,668 9,138 9,138

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

9,138

1,133

1.10 人 7,997 1.10 人 7,997

858 時間 1,141 858

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

9,138 9,138

1.10 人 7,535

852 時間

0 0 0

時間 1,141

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 2.地域をつなぐ交通ネットワークの形成

施策 2.地域交通ネットワーク

17

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

  市が、県や区長会や業界、関係団体と連絡調整を図り、市民等が通行する国県道の利便性が向上す
るとともに、安心・安全が確保されている。また、一級河川の整備等が進み、洪水による被害等がなく、
市民は安心・安全な市生活を営んでいる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

  市民の安心・安全を確保するため、外部機関・団体（県、建設事務所、県議会危機管理建設委員会、建
設等業界団体、区長会など）との連絡調整を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 建設部連絡調整事業 事務事業コード 2221-2

担　当 建設 部 土木 課 総務 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

14

14

100

単位

32

14 14

令和 4 令和 6 年度

令和 5

外部団体との会議等
の回数

％ 達成率

回

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

100 100

228.5

100

100

  外部機関・団体（県、建設事務所、県議会危機管理建設委員会、建設業協会、区長会）との連絡調整
を行い、同盟会等の事業が円滑に進んだ。

  県、市町村、その他関係団体との間での調整であり、市の関与がなければ進められない。

100 228.5

目標

実績

228.5

今後の
取組方針

  外部機関・団体等に対しては、窓口（相手先）と連絡方法などを明確にし、随時、連絡調整を行い、スピー
ド感をもって対応していく。

単位

実績

目標

事業の
課題

  平成２４年度から臨時職員１名を採用して、事業分担の見直しにより効率的な事務処理等することで、残
業時間の削減やコスト縮減が図られているが、さらなる業務の簡素化等が求められる。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

外部団体との会議等
の回数

～令和 年度 令和 年度

  県事業において、建設事務所と適時に円滑な連絡調整ができ、整備に向け前進が見られ
た。
同盟会事務局からの要望や県事業に係る会議等が増えたため、昨年度より多くの会議等
を実施した。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

0

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 街路整備事業 事務事業コード 2222-1

担　当 建設 部 都市計画 課 街路 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

  都市計画道路を整備することにより、市民が安全、安心に生活している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・都市計画道路（市道・県道・国道）の整備を図る
・都市計画道路（県道）の整備について地元負担金を支出する
・都市計画道路整備促進のために活動している地元組織（建設促進協議会等）の運営費に対し負担金
を支出する
・先行取得した土地（事業用地、代替用地）の維持管理を行う

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

25,862 24,287 44,498

時間 0
コ
ス
ト

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 2.地域をつなぐ交通ネットワークの形成

施策 2.地域交通ネットワーク

17

事業の性質 任意の自治事務（不定型） 都市計画法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常 道路法

63,400

0

7,200

34,767 43,189 63,400

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

8,200 15,300

27,567 34,989 48,100

18,902

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

34,767 43,189

8,905

2.60 人 18,902 2.60 人

時間

18,902 18,902

1.30 人 8,905

財源
内訳

財源合計

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

方法

年度

  予算要求項目は、全て実施することができ、目標を達成した

官民連携の
可能性

今後の
取組方針

  今後も都市計画道路の整備促進を進め、健全な都市の発展を図る。

単位

式
実績

目標

事業の
課題

  都市計画道路用地の維持管理は、事業実施までに時間を有する箇所の長期的な維持管理費が嵩み負
担が大きい。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

達成

％ 達成率

成果指標

市が実施する
必要がある

事業の進捗

～令和 年度 令和

  負担金の支出など市が直接実施する必要がある
  工事実施に関しても、道路管理者が実施する必要がある

代替路線の1路線の舗装
修繕を実施する

・都市計画道路の見直しにより、大沢太田部線等を廃止した
・県施行事業へ負担金を支出した（相生大手線、相生赤岩線）
・都市計画道路相生大手線建設推進協議会へ負担金を支出した
・都市計画道路用地及び代替地の草刈り等の維持管理を行った

令和 5

予算要求項目を執行する目標

実績

都市計画道路の見直しを
実施した
都市計画道路の見直しを
実施する

代替路線の1路線の舗装
修繕を実施する

100

代替路線の1路線の舗装
修繕を実施した

予算要求項目を執行する

令和 4 令和 6 年度

予算要求項目を執行した

事業内容

％ 達成率

式

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

予算要求項目を執行する

100

単位

予算要求項目を執行した

100 100



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

4,887 2,678

財源合計

4,887

0 0

4,887 2,678 2,908

0

4,887 2,678 2,908

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

2,908

777

0.35 人 2,545 0.40 人 2,908

100 時間 133 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

2,678 2,908

0.60 人 4,110

584 時間

0 0 0

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 2.地域をつなぐ交通ネットワークの形成

施策 2.地域交通ネットワーク

17

事業の性質 義務的自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

各区要望の土木事業を円滑に進めることにより、市民が安全で安心して利用できる快適な道路環境など
が確保される。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・各区からの市道、側溝、排水路、河川整備など公共土木要望を受付、本庁へ送る。
・区民からの相談、要望を受付、本庁へ送る。
・現地確認の立会い及び必要に応じて応急処理を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 臼田土木事業 事務事業コード 2222-2

担　当 総務 部 臼田支所 課 経済建設環境 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

5,138 3,635

財源合計

5,138

0 0

5,138 3,635 4,362

0

5,138 3,635 4,362

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

4,362

0

0.50 人 3,635 0.60 人 4,362

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

3,635 4,362

0.75 人 5,138

0 時間

0 0 0

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 2.地域をつなぐ交通ネットワークの形成

施策 2.地域交通ネットワーク

17

事業の性質 任意の自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

各区要望の土木事業を円滑に進めることにより、市民生活に必要な道路の安全が確保されている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・各区より提出された土木事業の要望書を受理し本庁へ送付する。
・区民からの相談・要望を受け、現地確認を行い本庁へ連絡する。
・緊急補修箇所の現地確認を行い、状況に応じた安全対策及び緊急補修の実施。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 浅科土木事業 事務事業コード 2222-3

担　当 総務 部 浅科支所 経済建設環境 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

3,083 3,272

財源合計

3,083

0 0

3,083 3,272 3,272

0

3,083 3,272 3,272

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

3,272

0

0.45 人 3,272 0.45 人 3,272

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

3,272 3,272

0.45 人 3,083

0 時間

0 0 0

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 2.地域をつなぐ交通ネットワークの形成

施策 2.地域交通ネットワーク

17

事業の性質 義務的自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

土木事業に係る区要望を円滑に進めることにより、市民が安全に道水路を利用している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

①各区より提出された公共土木事業の要望書の受付及び本庁へ送付
②本庁担当者及び区長と要望箇所の現地確認を行う。
③公共土木事業に関する市民からの相談及び受付を行い、現地確認後本庁へ連絡調整
④緊急性のある箇所は、現地確認を行い状況に応じた安全対策及び応急

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 望月土木事業 事務事業コード 2222-4

担　当 総務 部 望月支所 経済建設環境 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

128,023 115,730

財源合計

21,879

61,423 68,970

54,835 54,307 71,539

73,188

128,023 115,730 140,509

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

140,509

3,384

3.20 人 23,264 3.20 人 23,264

1206 時間 1,604 1206

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

24,868 24,868

2.70 人 18,495

2544 時間

106,144 90,862 115,641

時間 1,604

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 2.地域をつなぐ交通ネットワークの形成

施策 2.地域交通ネットワーク

17

事業の性質 任意の自治事務（不定型） 道路法、道路構造令

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

・市民は、安全に道水路を利用している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

【主な内容】
・道路認定
・道路維持管理（パトロール、補修）
・道路及び道路付属物における事故対応
・道路通行制限、使用の許可
・道水路敷の占用許可
・道水路敷の境界確認

【民間に委託しているもの】
・認定道路の台帳補正業務
・道水路用地の土地測量業務
・道路橋の定期的な点検業務

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 道路等管理事業 事務事業コード 2223-1

担　当 建設 部 土木 課 管理 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

7,050 6,743

財源合計

6,850

0 0

7,050 6,743 6,743

0

7,050 6,743 6,743

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

6,743

0

0.90 人 6,543 0.90 人 6,543

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

6,543 6,543

1.00 人 6,850

0 時間

200 200 200

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 2.地域をつなぐ交通ネットワークの形成

施策 2.地域交通ネットワーク

17

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

・佐久市が管理する道路において、ボランティア活動や美化活動として行う里親の道路愛護活動を支援
することにより、道路愛護意識が高揚し、環境美化を進めることができる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・住民団体（または個人）、企業や学校等が行う歩道、待避所、法面等の清掃、草刈り、植栽の剪定及び
枝払いなど、道路の美化維持活動などの里親の活動を支援するため、里親と協議のうえ、活動に必要と
思われる道具、原材料の支給及び貸与を実施する。また、ごみの回収なども行い、市民と行政が協働し
たまちづくりや環境美化に取り組んでいく。

【アダプトシステムとは】

公共施設である道路や公園・緑地の
一定区域を、市民や企業の皆さんが
里親になり、清掃や植栽の管理等を
になってもらう、市民と行政が協働し
てまちづくりや環境美化に取り組む
事業のこと。
市は、活動に必要な道具、材料等
を貸与または給付する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 アダプトシステム事業 事務事業コード 2223-2

担　当 建設 部 土木 課 管理 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

107

100

107

単位

77

100 100

令和 4 令和 6 年度

令和 5

アダプトシステム
活動回数

％ 達成率

回

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

20 20

77

18

20

・JR佐久平駅前広場をはじめ、道路・街路の清掃等の協定を締結している１８団体が延べ77回実施し、
1,033人が参加して行った。

・市が活動に必要な道具や材料支給等を行い、地域の企業や自治会等の団体に活動して
いただいている。

90 90

目標

実績

18

今後の
取組方針

・道路の管理について、極力経費が掛からないように地域によるアダプトシステム事業などボランティア活
動の協力を求めていく。

単位

件
実績

目標

事業の
課題

・道路の効率的な維持管理と道路愛護意識の高揚を図りながら、アダプトシステム事業の活動の協力を求
め今後の活動の促進に努める必要がある。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

協定締結件数

～令和 年度 令和 年度

・昨年度と協定締結団体数は変わりなかったが、活動回数において目標及び前年度の活
動回数を下回った。

官民連携の
可能性

方法

民間による実
施が可能



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

77,967 131,669

財源合計

5,953

0 0

65,281 131,669 130,611

12,686

77,967 131,669 130,611

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

130,611

130

1.65 人 11,996 1.60 人 11,632

50 時間 67 50

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

12,063 11,699

0.85 人 5,823

98 時間

72,014 119,606 118,912

時間 67

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 2.地域をつなぐ交通ネットワークの形成

施策 2.地域交通ネットワーク

17

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 道路法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市民生活に直結した市道の整備をし、道路を使用する市民が安全で便利に利用している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

　
  各区内の土木要望を区長で取りまとめ要望書として提出いただき、区長の立ち合いにより現地調査を
行う。
　現地調査後に緊急性や危険性、要望順位などを総合的に判断し、実施の可否を決定した後、用地交
渉から工事まで行い、要望箇所の整備を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 道路新設改良事業 事務事業コード 2223-3

担　当 建設 部 土木 課 維持第１・２ 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

305

-

-

単位

331

- -

令和 4 令和 6 年度

令和 5

現地調査件数

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

- -

-

67

-

  市内２４０区の土木要望の中で、道路拡幅や舗装改良などの改良工事を６０件行った。

　緊急性・危険性の高い市道の拡幅改良を実施するにあたり、用地交渉から工事の発注ま
でについてを市が実施する必要がある。
　また、市に公共土木施設の管理義務があるため、市が関与する必要がある。

- -

目標

実績

60

今後の
取組方針

　
   市道の新設改良の要望が年々増加している。用地買収や工事発注等の事務量が工事の大小を問わず
同一の作業であるため、業務の簡素化や発注方法等の簡略化を行い、事業の推進を図る必要がある。

単位

件
実績

目標

事業の
課題

　
   車社会の発達や未改良市道沿線への宅地開発等により、市道の改良を望む市民の要望が年々増加し
ている。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

整備件数

～令和 年度 令和 年度

　各区より出された要望を、緊急性や危険性、要望順位などを総合的に判断し、区要望優
先度判定フローに基づき整備するため、目標設定は出来ない。
　要望による整備規模の大小はあるが、おおむね要望に応えられたといえる。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 狭あい・道路後退整備事業 事務事業コード 2223-4

担　当 建設 部 土木 課 維持第１・２ 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市民生活に直結した市道の整備をし、道路を使用する市民が安全で便利に利用している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

　
  各区内の狭あいな道路の拡幅要望を要望書として提出いただき、区長との立ち合いにより現地調査を
行う。
　現地調査後に緊急性や要望順位などを総合的に判断し、実施の可否を決定した後、補助金申請を行
い、交付決定に伴い用地買収から拡幅工事までを行う。
　また、今までに取得した道路後退部分の整備を行い、安全性の向上・交通障害の解消を図る。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 2.地域をつなぐ交通ネットワークの形成

施策 2.地域交通ネットワーク

17

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 道路法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

7,997 7,997

0.00 人 0

0 時間

0 27,894 58,704

時間 0

66,701

0

1.10 人 7,997 1.10 人 7,997

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

24,217 54,733

0 11,674 11,968

0

0 35,891 66,701

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

0 35,891

財源合計

0

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

　各区より出された要望を、緊急性や危険性、要望順位などを総合的に判断し、区要望優
先度判定フローに基づき整備するため、目標設定は出来ない。
　要望による整備規模の大小はあるが、おおむね要望に応えられたといえる。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

　
   市道の拡幅改良の要望が年々増加している。地元との協議を密に行い、特定財源の確保を図る必要が
ある。

単位

件
実績

目標

事業の
課題

　
   車社会の発達や未改良市道沿線への宅地開発等により、市道の拡幅を望む市民の要望が年々増加し
ている。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

整備件数

～令和 年度 令和

　緊急性・危険性の高い市道の拡幅改良を実施するにあたり、用地交渉から工事の発注ま
でについてを市が実施する必要がある。
　また、市に公共土木施設の管理義務があるため、市が関与する必要がある。

- -

目標

実績

9

- -

-

-

-

   市内２４０区の土木要望の中で、狭あい道路の拡幅・道路後退部分の整備を９件行った。
令和 5

現地調査件数

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

-

-

単位

32

- -

令和 4 令和 6 年度

-



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 道路維持修繕事業 事務事業コード 2223-5

担　当 建設 部 土木 課 維持第１・２ 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市民生活に直結した市道の整備をし、道路を使用する市民が安全で便利に利用している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

　各区内の市道舗装や道路側溝、用悪水路の老朽化に伴う維持修繕等を区長で取りまとめ要望書とし
て提出いただき、区長の立ち合いにより現地調査を行う。
　現地調査後に緊急性や危険性、要望順位などを総合的に判断し、実施の可否を決定した後、修繕工
事を行い、要望箇所の維持修繕を行う。
　また、市民等から市道等の破損個所の通報を受け、職員の直営作業により修繕を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 2.地域をつなぐ交通ネットワークの形成

施策 2.地域交通ネットワーク

17

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 道路法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

17,361 16,998

1.40 人 9,590

900 時間

124,490 133,770 148,245

時間 1,367

165,243

1,197

2.20 人 15,994 2.15 人 15,631

1028 時間 1,367 1028

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

1,350 1,277

128,597 149,781 163,966

6,680

135,277 151,131 165,243

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

135,277 151,131

財源合計

10,787

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

　各区より出された要望を、緊急性や危険性、要望順位などを総合的に判断し、区要望優
先度判定フローに基づき整備するため、目標設定は出来ない。
　要望による整備規模の大小はあるが、おおむね要望に応えられたといえる。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

　市道の維持修繕等の要望が年々増加している。
　工事発注等の事務量が工事の大小を問わず同一であるため、業務の簡素化や発注方法等の簡略化を
行い、事業の推進を図る必要がある。
　簡易な舗装修繕は、職員による直営作業での対応とし、事業費を抑制する。

単位

件
実績

目標

事業の
課題

　
   高度経済成長期に整備したインフラ施設の老朽化が進み、インフラ施設に対する市民の維持管理修繕
要望が年々増加している。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

整備件数

～令和 年度 令和

　緊急性・危険性の高い市道の拡幅改良を実施するにあたり、用地交渉から工事の発注ま
でについてを市が実施する必要がある。
　また、市に公共土木施設の管理義務があるため、市が関与する必要がある。

- -

目標

実績

773

- -

-

560

-

市内２４０区の土木要望の中で、破損している道路や水路の修繕工事を７７３件行った。

令和 5

現地調査件数

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

-

-

単位

1,173

- -

令和 4 令和 6 年度

938



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

154,781 202,042

財源合計

10,266

0 0

154,781 202,042 122,741

0

154,781 202,042 122,741

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

122,741

333

1.40 人 10,178 1.45 人 10,542

200 時間 266 200

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

10,444 10,808

1.45 人 9,933

250 時間

144,515 191,598 111,933

時間 266

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 2.地域をつなぐ交通ネットワークの形成

施策 2.地域交通ネットワーク

17

事業の性質 任意の自治事務（不定型） 道路法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市民生活に直結した市道の除融雪をし、道路を使用する市民が安全に通行している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

　
   冬季間の市道の安全確保のため、除融雪指定路線の除雪、凍結防止剤散布業務を委託業者に発注
し、除融雪を実施する。
　また、区要望等により緊急に除融雪を実施する必要がある箇所は、職員が直営で実施する。

◯除雪
　路線ごとに除雪出動基準を設け、基準以上の積雪時に、委託契約をした業者により除雪を実施する。

◯融雪
　凍結が予想される場合、若しくは凍結している場合に、委託契約をした業者が凍結防止剤（塩化カルシ
ウム、塩化ナトリウム）散布を実施する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 除雪・凍結防止剤散布事業 事務事業コード 2223-6

担　当 建設 部 土木 課 維持第１・２ 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

1,280

-

-

単位

2,371

- -

令和 4 令和 6 年度

令和 5

除融雪時間

％ 達成率

時間

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

- -

-

631

-

除雪延長（４５１路線　４２９．８７ｋｍ）
凍結防止剤散布延長（１６４路線　２００．９ｋｍ）

　市に管理義務のある道路の安全な通行を確保する必要がある。
　除雪、凍結防止剤散布業務を民間委託しているが、市内全ての道路の除雪体制の管理
監督は市で実施する必要がある。

- -

目標

実績

631

今後の
取組方針

　
　市では、主要道路・集落間道路等の重要路線の除融雪を行い、生活道路などは、小型除雪機等購入補
助金制度を活用し、地域住民が主体となった除雪事業の推進をする必要がある。また、その他にも地域住
民による除雪が推進するよう、新たな取り組みを検討していく必要がある。

単位

Km
実績

目標

事業の
課題

　
　高齢化により除雪路線、凍結防止剤散布路線の増量を望む市民の声が年々増加している。
　除雪作業重機の運転手の減少や除雪作業重機を手放す業者が増加しているため、地域が主体となって
除雪を行う必要がある。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

除融雪距離

～令和 年度 令和 年度

　降雪時における除融雪作業、凍結が予想される時の凍結防止剤散布が行われ、主要道
路等の通行が確保できたことにより、除融雪指定路線について除雪、塩カル散布に対する
苦情は数件程度であった。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 舗装復旧受託事業 事務事業コード 2223-7

担　当 建設 部 土木 課 維持第１・２ 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市道占用者の工事により発生した道路舗装面の凹凸を直し、市道を市民が安全に利用している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

　
   佐久水道企業団や長野都市ガスなどの市道占用者から舗装受託負担金を徴収し、占用物件埋設後
の道路仮復旧舗装（掘削部分のみの舗装）を本復旧舗装（道路全幅の舗装）とする。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 2.地域をつなぐ交通ネットワークの形成

施策 2.地域交通ネットワーク

17

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 道路法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

4,362 4,362

0.65 人 4,453

0 時間

191,983 30,654 64,350

時間 0

68,712

0

0.60 人 4,362 0.60 人 4,362

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

30,654 64,350

4,453 4,362 4,362

191,983

196,436 35,016 68,712

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

196,436 35,016

財源合計

4,453

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

　
   舗装受託舗装箇所すべての舗装本復旧工事を実施できた。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

　
   占用者が直接本復旧を行うことで事業はなくなるが、復旧箇所の調査を行い、側溝補修や舗装新設を市
の事業負担により同時復旧をする場合もあるため、受託により整備する必要がある。

単位

件
実績

目標

事業の
課題

　
   舗装受託事業に併せ側溝補修や舗装新設を必要とする箇所もあるが、全てを並行し実施することは予
算確保が難しい。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

達成

％ 達成率

成果指標

復旧件数

～令和 年度 令和

　
   道路管理者として、道面状態を良好に保つために舗装本復旧事業には市の関与が必要
である。

- -

目標

実績

6

- -

-

18

-

 
   佐久水道企業団の占用工事６件の舗装本復旧工事を行った。令和 5

調査件数

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

-

-

単位

6

- -

令和 4 令和 6 年度

18



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

6,206 3,091

財源合計

1,370

0 0

6,206 3,091 0

0

6,206 3,091 0

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

0

0

0.10 人 727 0.00 人 0

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

727 0

0.20 人 1,370

0 時間

4,836 2,364 0

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 2.地域をつなぐ交通ネットワークの形成

施策 2.地域交通ネットワーク

17

事業の性質 任意の自治事務（不定型） 地方財政法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

　市民に直結した県道等の整備を実施することにより、道路を使用する市民が安全で便利に利用してい
る。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

　
   県道等に係る地区要望について、現地調査を実施し、県事業実施に向け県へ要望し、連絡調整を図
り、地元区との連絡調整や地区説明会、用地交渉等協力しながら、早期整備に努める。
　県事業実施に伴い、事業費の一部として、負担割合に応じた負担金の支払い事務を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 県道工事地元負担事業 事務事業コード 2223-8

担　当 建設 部 土木 課 維持第１・２ 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

1

-

-

単位

1

- -

令和 4 令和 6 年度

令和 5

地区要望を受けて実
施した事業実施箇所
の調査件数

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

- -

-

1

-

　
   県要望の取りまとめ及び県との連絡調整を行った。

　県有施設に関する区からの要望を把握し、事業化に向け県との連絡調整を図っていく必
要がある。

- -

目標

実績

1

今後の
取組方針

　
   県道等における地区からの要望について、現地調査を実施し、県事業実施に向け、県との連絡調整を
図り、地区説明会や用地交渉等協力しながら、早期整備に努める。

単位

件
実績

目標

事業の
課題

　
   区からの要望に伴う県管理施設の整備を県事業として実施するに当たり、事業に関して県と事前協議を
綿密に行う必要がある。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

達成

％ 達成率

成果指標

負担金整備箇所数

～令和 年度 令和 年度

　県への要望が数多くあるが、順次県への連絡調整を実施することが出来た。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 橋りょう維持修繕事業 事務事業コード 2223-9

担　当 建設 部 土木 課 維持第１・２ 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

　市民生活に直結した市道橋梁を維持修繕し、橋梁を使用する市民が安全で便利に利用している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

　
   各区内の市道橋梁の老朽化に伴う維持修繕等を区長で取りまとめ要望書として提出いただき、区長
の立ち合いにより現地調査を行う。
　現地調査後に緊急性や危険性、要望順位などを総合的に判断し、実施の可否を決定した後、修繕工
事を行い、要望箇所の維持修繕を行う。
　また、市民等から橋梁の破損個所の通報を受け、職員の直営作業により修繕を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 2.地域をつなぐ交通ネットワークの形成

施策 2.地域交通ネットワーク

17

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 道路法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

4,012 4,012

0.35 人 2,398

10 時間

2,930 4,708 5,800

時間 13

9,812

13

0.55 人 3,999 0.55 人 3,999

10 時間 13 10

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

5,341 8,720 9,812

0

5,341 8,720 9,812

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

5,341 8,720

財源合計

2,411

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

　各区より出された要望を、緊急性や危険性、要望順位などを総合的に判断し、区要望優
先度判定フローに基づき整備するため、目標設定は出来ない。
　要望による整備規模の大小はあるが、おおむね要望に応えられたといえる。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

　
   市道橋りょうの維持修繕等の要望が年々増加している。
   工事発注等の事務量が工事の大小を問わず同一であるため、業務の簡素化や発注方法等の簡略化を
行い、事業の推進を図る必要がある。
　 簡易な橋りょう舗装修繕は、職員による直営作業での対応とし、事業費を抑制する。

単位

件
実績

目標

事業の
課題

　
   高度経済成長期に整備した橋りょうの老朽化が進み、インフラ施設に対する市民の維持管理修繕要望
が年々増加している。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

整備件数

～令和 年度 令和

　緊急性・危険性の高い市道の拡幅改良を実施するにあたり、用地交渉から工事の発注ま
でについてを市が実施する必要がある。
　また、市に公共土木施設の管理義務があるため、市が関与する必要がある。

- -

目標

実績

3

- -

-

3

-

   市内２４０区の土木要望の中で、橋りょう修繕を３件行った。
令和 5

現地調査件数

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

-

-

単位

6

- -

令和 4 令和 6 年度

6



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 現年土木災害復旧事業 事務事業コード 2223-10

担　当 建設 部 土木 課 維持第１・２ 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

　異常気象により被災した箇所の整備を行うことにより、生命の安全、財産が保全されている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

　
  異常気象による災害発生に伴い災害復旧予算の計上を行う。
　異常気象により被災した箇所の測量設計、災害査定を受け、工事発注し災害復旧工事を実施する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 2.地域をつなぐ交通ネットワークの形成

施策 2.地域交通ネットワーク

17

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 道路法、河川法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

5,182 5,182

1.65 人 11,303

100 時間

15,985 4,301 20,000

時間 93

25,182

133

0.70 人 5,089 0.70 人 5,089

70 時間 93 70

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

4,300 20,000

12,221 5,183 5,182

15,200

27,421 9,483 25,182

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

27,421 9,483

財源合計

11,436

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

　被災した、道路の復旧をすべて実施できた。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

　
   異常気象による河川の氾濫、道路の決壊などの災害発生により事業化するため、現時点で事業量の把
握はできないが、これまで以上に気候変化による局所的異常降雨等による災害発生が見込まれ、事業量
としては増加傾向にあるので、常日頃より、事前対策として公共施設管理を入念に行う。

単位

件
実績

目標

事業の
課題

　
  地球温暖化に伴う異常気象発生の頻度が多くなる傾向にあり、災害の発生による事業量の増が見込ま
れる。
　災害発生に伴い、人員増等による対応が必要となる。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

達成

％ 達成率

成果指標

整備件数

～令和 年度 令和

　被災箇所等の報告を受けた後、現地調査から災害査定、災害復旧までを行う。用地交渉
や請負工事の発注監理事務に市が関与する必要がある。

- -

目標

実績

6

- -

-

5

-

　

令和５年８月・９月の大雨により被災した、道路の復旧工事を６件行った。令和 5

現地調査件数

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

-

-

単位

6

- -

令和 4 令和 6 年度

6



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

628,414 609,103

財源合計

一般財源

550,350 478,093

56,283 58,753 58,796

572,131

628,414 609,103 536,889

特定財源（国・県支出金等）

536,889

0

3.50 人 25,445 3.50 人 25,445

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

25,445 25,445

3.35 人 22,948

0 時間

605,466 583,658 511,444

時間 0

22,948

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 2.地域をつなぐ交通ネットワークの形成

施策 2.地域交通ネットワーク

17

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 道路法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市民がいつも安全で安心して道路を利用している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

　
   幹線道路の新設・改良並びに既存舗装や橋梁の修繕を行うため、国の補助金や地方債などを活用
し、測量設計や調査等業務、用地買収や物件補償、工事を行っている。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 幹線道路拡幅改良事業 事務事業コード 2223-11

担　当 建設 部 道路建設 課 道路建設 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

3

4

75

単位

6

6 8

令和 4 令和 6 年度

幹線道路整備路線数

％ 達成率

箇所

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

令和 5

50

100

36

40

　橋梁修繕では本願橋の架替工事、委託では土合橋、444号橋、瀬戸橋、中島橋、上向反橋の5橋の修
繕設計業務を行った。
　県で整備している一級河川谷川及び田子川の改良復旧事業に合わせ、入澤の人道橋1橋と新橋１橋、
左岸新設道路の整備、県との調整を行った。
　61-4号線ほか5路線（2-337号線岩村田、66-97号線春日湯沢口、26-2号線日向糠尾、7-104号線下平
尾、67-8号線大平口）の道路改良工事、舗装修繕工事及び測量設計業務を行った。

道路(市道）管理は、市町村に義務付けられており、改良・改修（修繕）においても市が行うこ
ととなる。

90

目標

実績

36

今後の
取組方針

  国の施策と補助金配分の変化や経済情勢、財政面においても厳しい状況が見込まれるなか、道路網の
ネットワーク化することにより得られる効果が高い路線、緊急性の高い路線を整備する。コスト面だけでな
く、タイミングや各種状況変化等を勘案しながら整備に取り組む。

単位

実績

目標

事業の
課題

  用地取得に時間を要し、事業が長期化する傾向にある。
  国の補助金は、防災・減災に関わる事業に重点配分される一方、従前からの道路新設や拡幅改良、舗
装修繕に関する事業は、配分が縮小されている。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

各路線の整備計画に
対する進捗率

～令和 年度 令和 年度

工事（入澤、春日湯沢口、大平線、矢島、糠尾、下平尾）を発注し、今年度分は完了した。
台風19号災害復旧関連について、県と調整を図り実施中。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

17,576 4,422

財源合計

4,453

0 0

4,476 4,422 4,422

13,100

17,576 4,422 4,422

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

4,422

0

0.60 人 4,362 0.60 人 4,362

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

4,362 4,362

0.65 人 4,453

0 時間

13,123 60 60

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 2.地域をつなぐ交通ネットワークの形成

施策 2.地域交通ネットワーク

17

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 道路法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市民がいつも安全で安心して道路を利用している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

　
  東西幹線は、市の中部を東西に連絡する道路で、内山地区の群馬県境から、国道254号、142号を経
由し、望月地区の県道雨境望月線を結ぶ路線です。過疎対策事業債を活用し、道路築造工事や事業に
要する用地取得及び物件補償を行う。
　整備にあたっては、東西幹線道路整備推進協議会と事業内容を協議しながら進める。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 東西幹線整備事業 事務事業コード 2223-12

担　当 建設 部 道路建設 課 道路建設 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

230

230

100

単位

0

0 0

令和 4 令和 6 年度

令和 5

整備計画に対する
整備済延長
第3期工区

％ 達成率

ｍ

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

0 0

0

100

100

   地元協議会との協議、現地調査を行った。今後も継続して３期工区の先線ルート（案）について地元協
議会と協議を進める。

道路（市道）管理は、市町村に義務付けられており、改良・改修（修繕）においても市が行う
こととなる。

100 0

目標

実績

0

今後の
取組方針

　
   第3期工区(先線)については、これまでのルート案や既存道路の問題点や改良点、交通量、費用対効
果、財源確保などを考慮しながら、協議会・県と協議していく。

単位

％
実績

目標

事業の
課題

　
  旧市町村を結ぶ幹線は、市全体の一体感の醸成に不可欠な要素の一つであり、整備を進めてきた。
　また、均衡ある地域の発展のため、幹線道路網の整備は重要である。
　東西幹線３期工区（先線）の整備に関して、市民の期待がある一方で、合併後19年が経過するなかで市
内施設や交通網に変化があり、建設に慎重な意見も出されている。第３期工区(先線）ルートについては、
東西幹線道路整備推進協議会と協議を重ね、決定していく必要がある。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

整備計画に対する
進捗率

第3期工区

～令和 年度 令和 年度

地元協議会との協議、現地調査を行った。今後も継続して３期工区の先線ルート（案）につ
いて地元協議会と協議を進める。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

160,328 204,038

財源合計

13,700

156,782 165,130

21,574 47,256 34,083

138,754

160,328 204,038 199,213

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

199,213

0

1.90 人 13,813 1.90 人 13,813

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

13,813 13,813

2.00 人 13,700

0 時間

146,628 190,225 185,400

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 2.地域をつなぐ交通ネットワークの形成

施策 2.地域交通ネットワーク

17

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 道路法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市民がいつも安全で安心して道路を利用している。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

　
   小学校の通学路や周囲に公共施設が点在し、歩行者利用が多い路線や自動車等の交通量の多い路
線で、歩道未整備区間について、国の補助金や地方債などを活用し、整備に向けて、測量設計や調査
等業務、用地買収、物件補償、整備工事を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 歩道整備を伴う道路改良事業 事務事業コード 2223-13

担　当 建設 部 道路建設 課 道路建設 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

3

3

100

単位

4

3 5

令和 4 令和 6 年度

令和 5

歩道整備を伴う道路
改良事業

％ 達成率

箇所

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

24 28

133

50

70

市道7-103号線外（下平尾）は、測量設計業務を行った。
市道4-1号線（小田井曽根）は、測量設計業務及び用地測量業務を行った。
市道11-5号線（根々井塚原）は、用地・補償契約を行った。
常田・赤岩線は、道路予備設計業務を行った。

道路（市道）管理は、市町村に義務付けられており、歩道設置を含めた拡幅改良、また、改
修（修繕）においても市が行うこととなる。

70 54

目標

実績

13

今後の
取組方針

 
   積極的な財源確保を要望し、整備を実施していく。

単位

％
実績

目標

事業の
課題

　
  用地取得に時間を要し、事業が長期化する傾向にある。
　歩道整備は、国の補助金において防災・安全事業として、重点化されているものの配分は縮小している。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

整備計画に対する進捗率
（R６年度は新規路線追加）

～令和 年度 令和 年度

市道7-103号線外（下平尾）は、測量設計業務を行った。
市道4-1号線（小田井曽根）は、測量設計業務及び用地測量業務を行った。
市道11-5号線（根々井塚原）は、用地補償契約が完了した。
常田・赤岩線は、道路予備設計業務を行った。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 6 （評価対象　令和 5

事業名 交通対策事業 事務事業コード 2224-1

担　当 環境 部 生活環境 課 生活公共交通 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

   市民の日常の交通移動手段を確保し、自身で自家用車を運転できない高齢者や障がい者、妊産婦の
ほか、運転免許証自主返納者や子育て世代が外出時に公共交通を利用することができ、安定した日常
生活を送っている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

   令和５年３月に策定した「佐久市地域公共交通計画」に基づき、通勤・通学や通院等、市民生活の足
を確保するためにバス及びデマンドワゴンさくっとを運行。
・中仙道線バス・・・市と立科町が運行事業者に委託（１路線）
・廃止代替バス・・・運行事業者が市の補助金等を受けて運行（５路線）
・デマンドワゴンさくっと・・・事業実施に関する協定書に基づき運行事業者が運行（市内全域）

   市民からの要望等を随時受け付け、佐久市地域公共交通会議及び佐久市地域公共交通確保維持改
善協議会で検証を行い、新たな公共交通体系の構築を図る。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 4 年度令和 令和 5 年度 令和 年度6

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 2.地域をつなぐ交通ネットワークの形成

施策 2.地域交通ネットワーク
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事業の性質 任意の自治事務（不定型） 佐久市生活路線バス運行費等補助交付要綱

実施方法

法定根拠
管理方法 通常 佐久市デマンド交通事業実施要綱

14,540 14,540

2.00 人 13,700

0 時間

223,667 238,796 277,232

時間 0

291,772

0

2.00 人 14,540 2.00 人 14,540

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

237,367 253,336 291,772

0

237,367 253,336 291,772

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

237,367 253,336

財源合計

13,700

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

バスについては、運行便数を削減した路線があったが、通院等の利便性向上を目的とした
ルート変更や高校へのチラシ配布により目標を概ね達成することができた。
デマンドワゴンさくっとについては本格運行が開始し、コールセンターの市内設置、車両デ
ザインの変更や増車のほか、スクールタクシーへの活用などを実施し、両指標の目標を達
成することができた。

官民連携の
可能性

方法

民間による実
施が可能

今後の
取組方針

  「佐久市地域公共交通計画」に基づき、誰もが分かりやすく使いやすいスマートな公共交通の実現を目指
し、以下の施策を実施する。
  ・公共交通を利用しやすい環境づくり
  ・デマンドワゴンさくっとの維持・改善
  ・路線バスの維持・改善
  ・公共交通DXの導入・推進
　・地域輸送資源の活用による移動手段の確保

単位

%
実績

目標

事業の
課題

　　日常生活の移動に困っている市民が不便なく公共交通を利用できる環境づくりを進めていく必要があ
る。
デマンドワゴンさくっとにおいて、停留所の設置場所など利用者の多様化するニーズへの対応が求められ
ている。
　　バスの運行時間や運行ルートを主たる利用者のニーズに照準を合わせ、最適化を図る必要がある。
　　収入の減少による過度な公的負担の増加は、持続可能性に大きな課題となることが予想されるため、
適正な収支バランスを維持していく必要がある。

事業の
方向性

手法等の見直し 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

バス・デマンド交通
収支率

～令和 年度 令和

利便性の向上や持続可能な公共交通維持に向けた適正な収支バランスを維持するため、
官民連携による新たな手法の検討を進めていく。

66.01% 89.14％・105.6％

目標

実績

バス11.5・デマンド7.5

バス12.9・デマンド7.1 バス12.9・デマンド7.1

126.9%

9.77

14.8

   中仙道線バス運行委託、デマンドワゴンさくっと運行、廃止代替バス運行補助、停留所新設・移設・修
繕、時刻表作成、地域公共交通会議・地域公共交通確保維持改善協議会開催、各種アンケート調査令和 5

公共交通延べ利用者
数

％ 達成率

人

活動指標 年度 令和 5 年度

年度

実施内容

125,000

101.6%

単位

157,381

124,000 124,000

令和 4 令和 6 年度

126,965


